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明 細 書

発 明の名称 ：静 電容量式 タ ツチセ ンサ用表面 ガラス

技術分野

[0001 ] 本発 明 は、 ノ一 卜パ ソコ ンや携 帯 電話、 デ ジ タル オ ーデ ィオ プ レーヤ一等

の電子機 器 の操 作装 置 と して用 い られ る静 電容量 式 タ ツチセ ンサ の表 面 ガラ

ス に関す る。 な お、 本 明細書 にお けるタ ツチセ ンサ とは、平板状 のセ ンサ 一

に対 し指 や ス タイ ラス等 の位 置指示部 材 を接触 す る ことで入力操 作 す る他 の

名称 のポ イ ンテ ィングデバ イス を含 む ものであ る。 また、 タ ツチセ ンサ の背

面側 に表 示機 能 を備 え るタ ツチパ ネル お よび表 示機 能 を備 えな い タ ツチパ ッ

ドの両者 を包含 す る概 念 であ る。

背景技術

[0002] タ ツチセ ンサ は、平板状 のセ ンサ 一 を指等 でな ぞ る ことで操 作 す る入力装

置 の一種 であ る。 タ ツチセ ンサ は、 多 くの ノ一 卜パ ソコ ンに採 用 され て い る

ほか、 デ ジ タル オ ーデ ィオ プ レーヤ一や携 帯 電話 な ど、 ノ一 卜パ ソコ ン以外

の製 品 にも搭載 され て い る。

[0003] タ ツチセ ンサ は、様 々な検 出方 式 が提 案、 実 用化 され て い る。 主 な検 出方

式 と して、 抵抗膜 方 式、静 電容量方 式、 光学 方 式、超 音波表 面弾性 波方 式、

電磁 誘導 方 式 があ る。 タ ツチパ ネル の各検 出方 式 は、 用途 や環境 に応 じて最

適 な方法 が選択 され る。

近年、携 帯 電話等 の製 品 において、 同時 にタ ツチ した複数 の箇 所 の位 置 を

検 知 す る多点検 出機 能 を用 いて複雑 な入力操 作 を可能 と した タ ツチセ ンサ の

利 用 が進 んで い る。 この多点検 出が可能 な タ ツチセ ンサ の検 出方 式 と して、

投影 型静 電容量方 式 があ る。

[0004] 投影 型静 電容量 式 タ ツチセ ンサ と して は、例 えば、特 許 文献 1 に記載 され

た装 置 があ る。 この装 置 は、 所 定 の誘 電率 を備 え るシ一 卜の一方 の面 に、複

数 の電極 （第 1 の電極 群 ） を互 い に平 行 に並走 す るよ うに形成 し、 この シ一

卜の他 方 の面 に、 第 1 の電極 群 と交差 す る複数 の電極 （第 2 の電極 群 ） を互



いに平行に並走するように形成し、これら電極群が形成されたシートを、そ

の両面側からシ一卜状の基板で挟んだ積層構造を備え、この構造によって指

等の位置指示部材の当接位置を検出するものである。

[0005] また、特許文献 2 には、静電容量式タツチセンサにおいて、位置指示部材

をパネル表面に当接することによる静電容量変化を△ 〇、位置指示部材の当

接の有無にかかわらず平行に併走する電極間に存在する隣接電極間容量等を

合成した静電容量をC とすると、位置指示部材の当接による静電容量変化を

高精度で安定して検出するには、静電容量C をなるベく小さくし、静電容量

の相対変化量である△ 〇を大きくする方が好ましいとされている。そして、

静電容量C を小さくする手段として、隣接電極間容量を低減するため電極間

の結合経路中に誘電率の低い部材を置くことが実効的とされている。

先行技術文献

特許文献
[0006] 特許文献1 ：日本特開昭 6 3 - 8 8 8 号公報

特許文献2 ：日本特開2 0 1 0 —2 5 7 1 8 1号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0007] タツチセンサの表面ガラスには、長期間の使用による位置指示部材の接触

に十分耐え得る高い強度が要求される。また、携帯電話等に搭載される場合

は、その使用形態から、使用時の落下衝撃による破損し難い強度を備えるこ

とも重要である。

[0008] ガラスの強度を高める技術は、種々知られている。その代表的な方法が、

軟化点付近まで加熱したガラス板表面を風冷等により急冷することにより、

表面に圧縮応力層を形成させる方法 （風冷強化法/ 物理強化法）と、ガラス

転移点以下の温度でイオン交換により、ガラス板表面のイオン半径が小さい

アル力リ金属イオンをイオン半径のより大きいアル力リ金属イオンに交換 （

典型的には、 L ί イオンに対してはN a イオンまたはKイオンに交換、また



N a イオンに対 しては K イオンに交換）することにより、ガラスの表面に圧

縮応力層を形成する方法 （化学強化法）である。いずれも、ガラスの表面に

圧縮応力層を形成することで、強度を向上するものである。

[0009] これらの方法のうち、前者の風冷強化法は、ガラスの厚みが薄い （通常、

3 m m以下）と、ガラス表面と内部との温度差がつきにくく、圧縮応力層を

形成することは困難である。 しかも、冷却温度のばらつきにより、薄いガラ

ス板の場合、平面性が損なわれるおそれがある。これに対 し、後者の化学強

化法は、薄いガラス板であっても表面に圧縮応力層を形成することができ、

平面性が損なわれることもない。 したがって、薄いガラス板は化学強化法に

よって強化可能な材料であることが好ましい。

[001 0] 以上より、携帯電話等に搭載される静電容量式タツチセンサの表面ガラス

には、化学強化法によって強度を高めたガラスで、かつ高精度の位置検出が

可能な誘電率の低いガラスを用いることが好ましい。 しか しながら、このよ

うな特性を備えた投影型静電容量式タツチセンサ用表面ガラスに好適なガラ

スは、これまで検討されていなかった。

本発明は、特に投影型静電容量式タツチセンサに好適に用いることができ

る、強度が高 く、かつ誘電率の低い、静電容量式タツチセンサ用表面ガラス

を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 1] 本発明は、周波数 1 M H z における比誘電率が 4 . 5 6 . 9 のガラスを

用いてなることを特徴とする静電容量式タツチセンサ用表面ガラス （以下、

このガラスを本発明の静電容量式タツチパネル用表面ガラスということがあ

る）を提供する。

また、本発明のガラスは、化学強化処理によりガラス表面に 5 m~ 5 0

mの圧縮応力層深さと、 2 0 0 M P a ~ 8 0 0 M P a の表面圧縮応力を得

るために用いられることを特徴とする静電容量式タツチセンサ用表面ガラス

を提供する。

[001 2] また、本発明は、周波数 1 M H z における比誘電率が 4 . 5 6 . 9 のガ



ラスであ って、化学強化処理 によ りガラス表面 に圧縮応力層が設 け られてい

ることを特徴 とする静電容量式タツチセ ンサ用表面 ガラス （以下、 このガラ

スを本発明の静電容量式タツチパネル用表面 ガラスということがある）を提

供する。

また、前記 ガラスは、化学強化処理 によ りガラス表面 に 5 m ~ 5 0 m

の深 さの圧縮応力層が形成 されてお り、 当該圧縮応力層の表面圧縮応力が 2

0 0 M P a ~ 8 0 0 M P a であることを特徴 とする静電容量式タツチセ ンサ

用表面 ガラスを提供する。

[001 3] また、本発明は、酸化物基準のモ ル ％表示で、

S i 0 2 6 0 8 0 %

A I 2 0 3 3 %、

B 2 0 3 1 5 。/。、

N a 20 2 %、

K 2 0 0 3 %、

M g 0 0 . 1 ~ 1 5 %、

C a 0 0 3 %、

B a 0 0 3 %、

S r 0 0 3 %、

Z n 0 0 0 %、

Z r 0 2 0 3 %、

s o 3 0 0 . 5 %、

C I 0 0 . 5 %、

T i 0 2 0 3 %、

L i 2 0 0 3 %、

を含有するガラス組成 を有することを特徴 とする静電容量式タツチセ ンサ用

表面 を提供する。

[0014] また、本発明は、エ ッチ ング処理 によ りガラス表面が 0 . 0 1 ~ 3 0 0 从

m の中心線平均粗 さ （R a ) とされているガラスを用いることを特徴 とする



静 電 容 量 式 タ ツチ セ ンサ 用表 面 ガ ラ ス を提 供 す る。

又 、 本 発 明 は、 化 学 強 化 処 理 が施 され た後 、 エ ッチ ン グ処 理 に よ りガ ラ ス

表 面 が 0 . 0 1 ~ 3 0 0 m の 中心 線 平 均 粗 さ （R a ) と され て い る ガ ラ ス

を用 い る こ とを特 徴 とす る静 電 容 量 式 タ ツチ セ ンサ 用表 面 ガ ラ ス を提 供 す る

また、 本 発 明 は、 着 色 成 分 と して M p O q (但 し、 M は、 F e 、 Τ ί 、 C

o 、 C u 、 V 、 C r 、 P r 、 C e 、 Β ί 、 E u 、 R h 、 M n 、 E r 、 Ν ί 、

N d 、 W 、 お よび A g か らな る群 か ら選 ばれ る少 な くとも 1 種 で あ り、 口と

q は M と 0 の 原 子 比 で あ る） を 0 . 0 0 0 5 ~ 1 0 % 含 有 す る ガ ラ ス を用 い

る こ とを特 徴 す る静 電 容 量 式 タ ツチ セ ンサ 用表 面 ガ ラ ス を提 供 す る。

[001 5 ] また、 本 発 明 の静 電 容 量 式 タ ツチパ ネル 用表 面 ガ ラ ス で あ って、 前 記 ガ ラ

ス と して、 0 . 3 m m ~ 3 m m の板 厚 の ガ ラ ス板 で あ る もの を提 供 す る。

上 記 した数 値 範 囲 を示 す 「~ 」 とは、 そ の前 後 に記 載 され た数 値 を下 限値

お よび 上 限値 と して含 む意 味 で使 用 され、 特 段 の 定 め が な い 限 り、 以 下 本 明

細 書 に お い て 「~ 」 は、 同様 の意 味 を も って使 用 され る。

発明の効果

[001 6] 本 発 明 に よれ ば、 強 度 が 高 く、 か つ誘 電率 の低 い、 特 に投 影 型 静 電 容 量 式

タ ツチ セ ンサ に好 適 に用 い る こ とが で きる、 静 電 容 量 式 タ ツチ セ ンサ 用表 面

ガ ラ ス が提 供 され る。

図面の簡単な説明

[001 7] [ 図 1] 本 発 明 の実 施 形 態 に係 る静 電 容 量 式 タ ツチ セ ンサ 用表 面 ガ ラ ス を含 む投

影 型 静 電 容 量 式 タ ッチ セ ンサ の構 成 を示 す 断 面 模 式 図。

発明を実施 するための形態

[001 8 ] 以 下 、 本 発 明 の実 施 形 態 につ い て、 図面 を参 照 して説 明 す る。 図 1 は本 発

明 の実 施 形 態 に係 る静 電 容 量 式 タ ツチ セ ンサ 用表 面 ガ ラ ス 2 (以 下、 表 面 ガ

ラ ス とい う こ とが あ る） を含 む投 影 型 静 電 容 量 式 タ ツチ セ ンサ 1 の構 成 を示

す 断 面 模 式 図 で あ る。 図 1 に示 す静 電 容 量 式 タ ツチ セ ンサ 1 は、 表 面 ガ ラ ス

2 と、 基 板 3 と、 表 面 ガ ラ ス 2 と基 板 3 との 間 に形 成 され た X 方 向 電極 4 、



Y 方向電極 5 、 これ ら両電極 を離 間するための絶縁層 6 とを具備 している。

[001 9] 投影型静電容量式 タ ツチセ ンサ 1 (相互容量方式）の検 出原理 について説

明する。 この方式では、 X 方向電極 4 と Υ 方向電極 5 のいずれか一方が受信

電極、他方が送信電極 と して構成 され る。受信電極側 をG N D に接地 し、送

信電極側 か らパル スを入力すると電極 間に電界 （F i e l d c o u p l i

n g ) が発生する （非 タ ツチ時）。入力操作のため、表面 ガラス 2 の表面 に

指ゃスタイラス等の位置指示部材が近づ くと電界の一部 が送信電極 と人体 と

の間に発生 し、受信電極 と送信電極 との間の電界 は減 少する （タ ツチ時）。

この方式では、非 タ ツチ時 とタ ツチ時 との電界の減 少に伴 う静電容量の減 少

を測定することによ り、位置指示部材の接触 を検知 し、接触位置の特定 を行

ラ。

[0020] ノイズ耐性 が高い、高精度 の検 出を行 うため には、非 タ ツチ時の静電容量

とタ ツチ時の静電容量変化 との比率 を大 き くすることが好 ま しい。非 タ ツチ

時の静電容量 は、各検 出電極 の隣接電極 間容量 （線 間容量）、 X 方向電極 と

Y 方向電極 とが交差 することによる容量、浮遊容量 とか らなる。

他方、位置指示部材の接触位置 を高い精度 で検 出するため、 それぞれの隣

接電極 間の距離 を狭 くすることが行われ る。 これ によ り解像度 の高いタ ツチ

セ ンサが得 られ る。 しか しなが ら、隣接電極 間の距離 を狭 くすると、 同一の

タ ツチセ ンサ面積 における電極長 さが長大 となること、 および隣接電極 間の

距離 が小 さ くなること、 の両者 によって隣接電極 間容量が非常 に大 き くなる

。 これ によ り、非 タ ツチ時の静電容量が大 き くな り、非 タ ツチ時の静電容量

とタ ツチ時の静電容量変化 との比率 が小 さ くなることで検 出精度 が低下する

おそれがある。 また、非 タ ツチ時の静電容量が大 き くなると、静電容量 を検

出するセ ンサ一 I C の検 出範 囲の上限が大 きいものを用いる必要があ り、 タ

ッチセ ンサの製造 コス 卜が高 くな つた り、消費電力が大 き くなるとい う不具

合がある。

[0021 ] これ らの問題 に対 し、本発明では上記隣接電極 間容量 を下 げるため、各隣

接電極 間の結合経路 のひ とつである表面 ガラス 2 について、周波数 1 M H z



における比誘電率が4 . 5 6 . 9 であるガラスを用いる。これにより、隣

接電極間容量を下げることが可能となり、隣接電極間を狭 くしても高い精度

の位置検出が可能であり、製造コス トが高くなるおそれがない。なお、表面

ガラス 2 に上記の比誘電率のガラスを用いると、非タツチ時とタツチ時との

電界の減少に伴う静電容量の減少量が小さくなる。 しか しながら、前述のと

おり非タッチ時の静電容量も小さくなるため、非タッチ時の静電容量とタッ

チ時の静電容量変化との比率への影響は少なく、む しろ良い傾向が得 られる

表面ガラス 2 の比誘電率が4 . 5 未満であると、後述する理由で化学強化

処理により強度の高いをガラスを得ることが困難となる。また、 6 . 9 を超

えると、非タツチ時の静電容量が大きくなり、高い精度の位置検出が難 しく

なる。表面ガラス 2 の比誘電率は、好ましくは4 . 8 6 . 8 であり、より

好ましくは 5 ~ 6 . 5 である。

[0022] ガラス中に存在するアルカリ金属成分 （N a 、 K、 L ί ) の存在量は、比

誘電率および化学強化によりガラス表面に圧縮応力層を形成するのに大きく

影響する。具体的には、 S i 0 2の含有量が一定量以下のガラスにおいて、比

誘電率は、アルカリ金属成分が少ないほど、小さくなる傾向を示す。また、

化学強化処理によりガラス表面に形成される圧縮応力層は、アル力リ金属成

分が多いほど大きくなる傾向を示す。そのため、ガラスにおいて、比誘電率

を小さくすることおよび化学強化処理によりガラス表面に形成される圧縮応

力層を大きくすることは、ガラス中のアル力リ金属成分の含有量において相

反することとなる。

本発明の表面ガラス 2 は、比誘電率を4 . 5 以上とすることで、低い比誘

電率と化学強化による高い強度とを両立させることを可能としたものである

[0023] 投影型静電容量式タツチセンサ 1 は、電子機器、例えば携帯 して使用可能

な通信機器や情報機器等に搭載されることを想定すると、使用時の落下衝撃

による破損や長期間の使用による位置指示部材の接触にも十分耐え得る高い



強度を備えることが求められる。そのため、表面ガラス2 は、化学強化処理

により表面に圧縮応力層を設けることで、高い強度を備えたガラスとする。

化学強化処理の方法としては、例えばガラス表層のN a イオンと溶融塩中の

Kイオンとをィ才ン交換できるものであれば特に限定されないが、例えば加

熱された硝酸力リウ厶 （K N 0 3 ) 溶融塩にガラスを浸漬する方法が挙げられ

る。ガラスの表面に圧縮応力層を設けるための化学強化処理条件は、ガラス

の厚さによっても異なるが、4 0 0 ~ 5 5 0 °〇のべ〜0 3溶融塩に2 ~ 2 0 時

間ガラスを浸潰させることが典型的である。上記したような浸漬法により表

面ガラス2 の化学強化処理を行なえば、表面ガラス2 の両面に圧縮応力層を

形成することができ、より強度の高い表面ガラスを得ることができ、好まし

い。

[0024] 表面ガラス2 は、化学強化処理により5 m~ 5 0 mの圧縮応力層深さ

が得られる。その理由は、以下のとおりである。

[0025] タツチセンサに用いられるガラスの製造においては、ガラスが平板状であ

る場合、研磨工程が行われることがある。ガラスの研磨工程においては、そ

の最終段階の研磨に使用される研磨砥粒の粒径は2 ~ 6 mが典型的であり

、このような砥粒によって、ガラス表面には最終的に最大 5 mのマイクロ

クラックが形成されると考えられる。化学強化処理による強度向上効果を有

効なものとするためには、ガラス表面に形成されるマイク口クラックより深

い圧縮応力層があることが必要であるため、化学強化処理によって生じる圧

縮応力層の深さは5 m以上とされる。また、使用時に圧縮応力層の深さを

超える傷がつくとガラスの破壊につながるため、用途により想定されるキズ

の深さよりも圧縮応力層は深い方が好ましい。より好ましくは6 m以上、

さらに好ましくは8 m以上である。携帯電話のように、落下による衝撃な

どで深いキズが入ることが想定される場合には、典型的には3 O m以上で

ある。

[0026] 一方、圧縮応力層が深いと内部引張応力が大きくなり、破壊時の衝撃が大

きくなる。すなわち、内部引張応力が大きいとガラスが破壊する際に細片と



なって粉々に飛散する傾向があることがわかっている。発明者らによる実験

の結果、厚さ2 m m以下のガラスでは、圧縮応力層の深さが 5 0 mを超え

ると、破壊時の飛散が顕著となることが判明した。 したがって、本発明の表

面ガラスにおいては圧縮応力層の深さは 5 0 m以下とされるのが好ましい

。タツチセンサが搭載される電子機器の種類にもよるが、例えば表面に接触

傷がつく確率が高いタツチパネル等の用途では、安全をみて圧縮応力層の深

さを薄くしておくことも考えられ、より好ましくは4 5 m以下、さらに好

ましくは4 0 m以下である。なお、ガラスの圧縮応力層の深さとは、化学

強化処理が施され、圧縮応力層が形成されたガラスの最表面から圧縮応力値

が零となるところの深さまでの距離、すなわち圧縮応力層の厚さをいう。

[0027] 表面ガラス2 は、化学強化処理により設けられる圧縮応力層の表面圧縮応

力の大きさは、 2 0 OM P a ~ 8 0 OM P a とされる。 2 0 0 M P a 未満で

はパ ソコン用のタツチパッドに使用する場合でも強度が充分とは言えず、ィ

オン交換が適切に行われていない可能性があるため、好ましくない。一方、

携帯電話等のように落下による破壊が想定されるような用途においては、表

面圧縮応力は高い方が良いが、内部引張応力が大きすぎるのは好ましくない

。そのため、上限は8 0 OM P a とすることが好ましい。

[0028] 以下、本発明の実施形態の表面ガラスの組成について、特に断らない限り

、下記酸化物基準のモル％表示を用いて説明する。

[0029] S i 0 2はガラスの骨格を構成する成分であり、誘電率を下げる効果もある

必須成分である。 6 0 %未満ではガラスとしての安定性が低下するとともに

誘電率が高くなるため好ましくない。好ましくは6 2 %以上である。より好

ましくは6 5 %以上である。

S i 0 2が 8 0 %超ではガラスの粘性が増大 し溶融性が著 しく低下する。好

ましくは 7 8 %以下、典型的には 7 5 %以下である。

[0030] A I 2 0 3はガラスの耐候性および化学強化特性を向上させる成分であり、

必須である。 3 %未満では耐候性が低下する。好ましくは4 %以上、典型的

には 5 %以上である。



A I 2 0 3が 1 2 %超ではガラスの粘性が高 くな り均質な溶融が困難 になる

。好ま しくは 1 1 %以下、典型的には 1 0 %以下である。

[0031 ] B 2 0 3はガラスの誘電率 を下げる効果を持ち、耐候性 を上げる必須成分で

ある。 1 %未満では誘電率が高 くな り、耐候性向上について有意な効果が得

られないおそれがある。好ま しくは 2 %以上であ り、典型的には 3 %以上で

ある。

B 2 0 3が 1 5 %超では揮散 による脈理が発生 し、歩留 まりが低下するおそ

れがある。好ま しくは 1 3 %以下、典型的には 1 2 %以下である。

[0032] N a 2 0 はガラスの溶融性 を向上させる成分であ り、 またイオ ン交換 により

表面圧縮応力層を形成 させるため、必須である。 2 %未満では溶融性が悪 く

、 またイオ ン交換 により所望の圧縮応力層を形成することが困難 となる。好

ま しくは 3 %以上、典型的には 5 %以上である。

但 し、 N a 2 0 は誘電率 を高 くする成分でもあるため、 1 2 %超では誘電率

が高 くな りすぎるとともに耐候性が低下する。好ま しくは 1 0 %以下、典型

的には 9 %以下である。

[0033] K 2 0 はガラスの溶融性 を向上させる成分であるとともに、化学強化におけ

るイオ ン交換速度 を大 きくする作用があるため、必須ではないが含有するこ

とが好ま しい成分である。 Κ 2 0 を含有する場合、 0 . 0 5 % 未満では溶融性

向上について有意な効果が得 られない、 またはイオ ン交換速度向上について

有意な効果が得 られないおそれがある。典型的には 0 . 1 % 以上である。

Κ 2 0 も N a 2 0 と同様 に誘電率 を高 くする成分であ り、 3 %以下が好ま し

し、。 より好ま しくは 2 . 5 % 以下である。

[0034] M g O はガラスの化学強化特性 を高め、誘電率 を下げる効果を持ち、必須

である。 0 . 1 % 未満では十分な効果が得 られない。 より効果を高めるため

には 3 %以上が好ま しく、典型的には 5 %以上である。

M g 0 が 1 5 %超では耐候性が低下する。好ま しくは 1 3 %以下、典型的

には 1 2 %以下である。

[0035] C a 0 はガラスの溶融性 を向上させる成分であ り、必要に応 じて含有する



ことができる。C a 0 を含有する場合、 0 . 0 5 %未満では溶融性向上につ

いて有意な効果が得 られない。典型的には0 . 1 %以上である。

C a 0 が 3 %超では化学強化特性が低下する。好ましくは 2 . 5 %以下、

典型的には 2 %以下である。

[0036] B a 0 はガラスの溶融性を向上させるための成分であり、必須ではないが

必要に応 じて含有することができる。 B a 0 を含有する場合、 0 . 0 5 %未

満では溶融性向上について有意な効果が得 られないおそれがある。好ましく

は0 . 1 %以上であり、典型的には0 . 2 %以上である。

B a 0 が 3 %超では耐候性や化学強化特性が低下するおそれがある。好ま

しくは 2 . 5 %以下、典型的には 2 %以下である。

[0037] S r 0 はガラスの溶融性を向上させるための成分であり、必須ではないが

必要に応 じて含有することができる。 S r O を含有する場合、 0 . 0 5 %未

満では溶融性向上について有意な効果が得 られないおそれがある。好ましく

は0 . 1 %以上であり、典型的には0 . 2 %以上である。

S r 0 が 3 %超では耐候性や化学強化特性が低下するおそれがある。好ま

しくは 2 . 5 %以下、典型的には 2 %以下である。

[0038] Z n 0 はガラスの溶融性を向上させるための成分であり、必須ではないが

必要に応 じて含有することができる。 Z n O を含有する場合、 0 . 1 %未満

では溶融性向上について有意な効果が得 られないおそれがある。好ましくは

0 . 2 %以上であり、典型的には0 . 5 %以上である。

Z n 0 が 1 0 %超では耐候性が低下するおそれがある。好ましくは 9 . 5

%以下、典型的には 9 %以下である。

[0039] Z r 0 2はイオン交換速度を大きくする成分であり、必須ではないが 3 %以

下の範囲で含有 してもよい。 Z r 0 2が 3 %超では溶融性が悪化 して未溶融物

としてガラス中に残る場合が起こるおそれがある。典型的にはZ r 0 2は含有

しない。

[0040] S 0 3は清澄剤として作用する成分であり、必須ではないが必要に応 じて含

有することができる。 S 0 3を含有する場合、 0 . 0 0 5 %未満では期待する



清澄作用が得 られない。好ま しくは 0 . 0 1 % 以上、 より好ま しくは 0 . 0

2 % 以上である。 0 . 0 3 % 以上がもっとも好ま しい。 また 0 . 5 %超では

逆に泡の発生源 とな り、 ガラスの溶 け落ちが遅 くなつた り、泡個数が増加す

るおそれがある。好ま しくは 0 . 3 % 以下、 より好ま しくは 0 . 2 % 以下で

ある。 0 . 1 % 以下がもっとも好ま しい。

[0041 ] C I は清澄剤 と して作用する成分であ り、必須ではないが必要に応 じて含

有することができる。 C I を含有する場合、 0 . 0 0 5 % 未満では期待する

清澄作用が得 られない。好ま しくは 0 . 0 1 % 以上、 より好ま しくは 0 . 0

2 % 以上である。 0 . 0 3 % 以上がもっとも好ま しい。 また 0 . 5 %超では

逆に泡の発生源 とな り、 ガラスの溶 け落ちが遅 くなつた り、泡個数が増加す

るおそれがある。好ま しくは 0 . 3 % 以下、 より好ま しくは 0 . 2 % 以下で

ある。 0 . 1 % 以下がもっとも好ま しい。

[0042] T i 0 2 はガラスの耐候性 を向上させる成分であ り、必須ではないが必要に

応 じて含有することができる。 Τ ί 0 2 を含有する場合、 0 . 0 0 5 % 未満で

は耐候性向上について有意な効果が得 られないおそれがある。好ま しくは 0

. 0 1 % 以上であ り、典型的には 0 . 1 % 以上である。

T i 0 2が 3 %超ではガラスが不安定にな り、失透が生 じるおそれがある。

好ま しくは 2 %以下、典型的には 1 %以下である。

[0043] L ί 2 0 はガラスの溶融性 を向上させるための成分であ り、必須ではないが

必要に応 じて含有することができる。 L i 2 0 を含有する場合、 0 . 1 % 未満

では溶融性向上について有意な効果が得 られないおそれがある。好ま しくは

0 . 2 % 以上であ り、典型的には 0 . 3 % 以上である。

L ί 2 0 が 3 %超では耐候性が低下 し、誘電率 も高 くなる。好ま しくは 2 .

5 % 以下、典型的には 2 %以下である。

[0044] 本発明の目的を損なわない範囲で、 ガラスの清澄剤 と して、 S b 2 0 3、 F

、 S n 0 2、その他の成分を含有 してもよい。そのような成分を含有する場合

、それ ら成分の含有量の合計は 1 %以下であることが好ま しく、典型的には

0 . 5 % 以下である。



[0045] 本発明の目的を損なわない範囲で、無色透明以外の所定の色を呈する着色

ガラスを用いることも可能である。着色ガラスを得るには、前述のガラス組

成に加えて、以下の着色成分を含有 してもよい。着色成分であるM p O q (

但 し、Mは、C o 、 C u、 V 、 C r 、 P r 、 C e 、 Β ί 、 E u、 M n、 E r

、 Ν ί 、 N d 、W、およびA g からなる群から選ばれる少なくとも 1種であ

り、 p とq はM と0 の原子比である）は、ガラスを所望の色に着色するため

の成分であり、着色成分を適宜選択することにより、例えば、青色系、緑色

系、黄色系、紫〜桃色系、赤色系等の着色ガラスを得ることができる。また

、これらの色を呈する透光性の高い着色ガラスとしてもよい。

[0046] 具体的には、例えば、C o 3 0 4およびC u 0 から選ばれる少なくとも 1種

の使用で、青色系の着色ガラスを得ることができる。 V 2 0 5、 C r 2 0 3、 C

u O および P r 6 0 ，，から選ばれる少なくとも 1種の使用で、緑色系の着色ガ

ラスを得ることができる。C e 0 2、 V 2 0 5、 Β ί 2 0 3、 E u 2 0 3および R

h 0 2から選ばれる少なくとも 1種の使用で、黄色系の着色ガラスを得ること

ができる。M n 0 2、 E r 2 0 3、 Ν ί 0 、 Ν d 2 0 3およびW O 3から選ばれる

少なくとも 1種の使用で、紫〜桃色系の着色ガラスを得ることができる。C

u 2 0 およびA g 2 0 から選ばれる少なくとも 1種の使用で、赤色系の着色ガ

ラスを得ることができる。

[0047] 着色成分の含有量が 0 . 0 0 0 5 %未満ではガラスの着色が極めて薄 くな

るため、ガラスを厚 くしなければ有色として認識できず、着色ガラスとして

意匠性を持たせるためには肉厚をかなり厚 く設計する必要が生 じることにな

る。 したがって、 0 . 0 0 0 5 %以上含有させる。好ましくは0 . 0 0 1 %

以上であり、より好ましくは0 . 0 1 %以上である。また、含有量が 1 0 %

超ではガラスが不安定となる。 したがって、含有量は 1 0 %以下とする。好

ましくは 8 %以下であり、より好ましくは 5 %以下である。

[0048] 表面ガラスは、少なくとも位置指示部材と当接する側の表面をエッチング

処理 して中心線平均粗さ （R a ) が 0 . 0 1 m~ 3 0 O m となるように

してもよい。これにより、表面ガラスに指を接触 したまま移動する場合でも



滑 らかな動 きを実現でき、 またガラス表面に指紋や皮脂などが付 きに くい。

表面ガラスの中心線平均粗 さが 0 . 0 1 m 未満であると、指紋や皮脂など

が付 きやす くな り、 3 0 0 m を超えると滑 らかな動 きが得 られないおそれ

がある。好ま しくは、 0 . 5 m ~ 2 5 0 m である。上記 した 0 . 0 1 从

m ~ 3 0 0 m の中心線平均粗 さ （R a ) を有する静電容量式タツチセンサ

用表面ガラスを得 るには、化学強化処理 を施す前のガラスの表面にエ ツチン

グ処理 を施 し、 0 . 0 1 m ~ 3 0 0 m の表面粗 さを形成 しておいてもよ

い し、あるいはガラスの表面にエ ッチング処理 を施 して、 0 . 0 l m ~ 3

0 0 m の表面粗 さを形成 した後、化学強化処理 を施 してもよい。

[0049] 表面 ガラスは、少な くとも位置指示部材 と当接する側の表面に指紋付着抑

制 コ一 卜層を設けてもよい。 これを設けることで、指で入力操作を繰 り返 し

ても、表面ガラスに指紋や汚れが付着 し難 く、付着 しても容易にふ き取るこ

とが可能 となる。 このようなコ一 卜層は、 フッ素系樹脂か らなるコ一 卜剤 を

真空蒸着や塗布等の公知の方法を用いて表面ガラスに形成することで得 られ

る。

[0050] 表面 ガラスは、 0 . 3 m m ~ 3 m mの板厚のガラス板であることが好ま し

し、。 これにより、静電容量式タツチセンサ用表面ガラスと して好適な特性 を

得 ることができる。板厚が 0 . 3 m m未満であると、化学強化処理 によりガ

ラス表面に圧縮応力層を設けたと しても強度が不足するおそれがある。 また

、 3 m m を超えると表面ガラスに位置指示部材が接近 した際に生 じる電界の

変化が小さ く、静電容量の減少量 と して得 られる信号強度が低 くなるおそれ

がある。好ま しくは、 0 . 5 m m ~ 2 m mである。

[0051 ] 本発明の表面ガラスの製造方法は特 に限定されないが、例えば種 々のガラ

ス原料を適量調合 し、約 1 5 0 0 ~ 1 6 0 0 °C に加熱 し溶融 した後、脱泡、

撹拌などにより均質化 し、周知の、 フロー ト法、 ダウン ドロ一法、 プレス法

などによって板状等に、 またはキャス 卜してプロック状 に成形 し、徐冷後所

望のサイズに切断、必要に応 じ研磨加工を施 して板状 に製造される。そ して

、板状のガラスを、適宜の条件で化学強化処理 を行 う。



実施例

[0052] 以下、本発明の実施例に基づいて詳細に説明するが、本発明はこれ ら実施

例のみに限定されるものではない。

[0053] 表 1 の例 1 ~ 1 2 (例 1 ~ 1 0 は実施例、例 1 1 ~ 1 2 は比較例）につい

て、表中に酸化物基準のモル％表示で示す組成になるように、酸化物、水酸

化物、炭酸塩、硝酸塩等一般に使用されているガラス原料を適宜選択 し、ガ

ラスとして 1 0 0 m I となるように秤量 した。

[0054] ついで、 この原料混合物を白金製るつぼに入れ、 1 5 0 0 ~ 1 6 0 0 °Cの

抵抗加熱式電気炉に投入 し、約 0 . 5 時間で原料が溶け落ちた後、 1 時間溶

融 し、脱泡 した後、およそ 3 0 0 °C に予熱 した縦約 5 O m m X 横約 1 0 0 m

m X 高さ約 2 O m mの型材に流 し込み、約 1 °C / 分の速度で徐冷 し、ガラス

プロックを得た。 このガラスプロックからサイズが 3 8 m m、厚みが 3 m

mになるように切断、研削 し、最後に両面を鏡面に研磨加工 し、板状のガラ

スを得た。ついで、 これ らのガラスを 2 0 0 ~ 4 5 0 °C に加熱 し、次いで4

5 0 °Cの K N 0 3溶融塩 （1 0 0 % ) にそれぞれ 6 時間浸漬 し、化学強化処理

を行った。

[0055] 得 られた板状のガラスについて、周波数 1 M H z における比誘電率、圧縮

応力層の深さ （D O L ) 、表面圧縮応力 （C S ) を表 1 に併記する。

[0056] [表 1]

[ m l ] 例 1 例 3 例 例 ま 例 7 例 膨 例 1 0 例1 1 例 1 2

Si0 65.1 55.1 65.1 65.1 S5.1 67.7 7 1 .0 70.0 74.6 77.4 B2.6 64.5

.6 G.3 0. 0.6 .3 6.0 6.0 .0 3.1 3.7 1 -4 6.0

。 . 6.3 . . . .3 .0 a . .1 . 1 . 0.0

Na D 2.S 4 .0 4.0 6.0 .O . . 6 .0 5.9 5.6 4 .2 12.0

K D 0-0 0.0 0-0 0-0 0.0 0-0 0-0 0.0 2.0 2.2 0-0 4.0

6.5 6.5 10-0 0-0 O 10-0 0-0 0-0 0-3 0.2 0-0 11-0

C a 1. 0.0 0.0 0-0 0-0 0.0 0-0 0-0 0-0 0 0 0-0 0 0

Z n . 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Z r 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5

TOTAL 100.1 100.0 100.0 1 00.0 1 00.0 1 00.0 1 00.0 1 00.0 1 00.0 1 00.0 100.0 100.0

比 丰（ l MHz) a.1 2 5.7 a.3 β S.7 a. 3 5.4 5 5 5.3 3.1

CS(MPa) 276 4 11 3 1 測 限界]::!下 3 7

DOL (がm ) 7 11 測 限界 下 2



[0057] 比誘電率は、以下の方法で求めた。すなわち、上記方法にて成形 した板状

のガラスの両面に電極 を形成 し、 A g ί I e n t 社の誘電体測定端子 1 6 4

5 A にサ ンプルをセ ッ 卜し、 Q メータを用いて誘電率 を実測 した。

[0058] 圧縮応力層の深さ （D O L ) 、表面圧縮応力 （C S ) は、以下の方法で求

めた。すなわち、上記方法にて成形 した板状のガラスについて、表面応力計

(折原製作所社製、 F S M — 6 0 0 0 ) にて表面圧縮応力 S (単位 ：M P a

) および圧縮応力層深さ t (単位 ： m ) を測定 した。なお、測定条件 と し

て、光弾性定数 ：2 8 . 7 、屈折率 ：1 . 5 2 を用いた。

[0059] 上記結果か ら、例 1 1 のガラス （ホウケィ酸 ガラス）は、比誘電率は低い

ものの、化学強化によりガラス表面に圧縮応力層を設けることができず、高

い強度が得 られない。なお、例 1 1 のガラスは、表面応力計で表面圧縮応力

S (単位 ：M P a ) および圧縮応力層深さ t (単位 ： m ) を測定 したが、

ともに測定限界以下であ り圧縮応力層が形成 されていなかった。例 1 2 のガ

ラスは、化学強化により表面に圧縮応力層を設けることができ高い強度が得

られるものの、比誘電率が高い。 これに対 し、実施例の各ガラスは、比誘電

率が低 く、かつ化学強化によりガラス表面に圧縮応力層を設けることができ

高い強度が得 られる。

[0060] 以上、本発明の実施形態を説明 してきたが、本発明は上記記載内容に限定

されるものではな く、本発明の範疇を逸脱 しない限 りにおいてあ らゆる変形

や変更が可能である。例えば、図 1 を用いて投影型静電容量式タツチセンサ

を説明 したが、本発明の表面ガラスは、電極配置等が異なる公知の構成 にお

いても用いることが可能である。 また、 タツチセンサの背面側 に液晶表示装

置等の表示装置を備える、いわゆるタツチパネルの表面ガラスと して用いて

もよい。

産業上の利用可能性

[0061 ] 本発明の静電容量式タツチセンサ用表面ガラスは、強度が高 く、かつ誘電

率が低いため、静電容量式タツチセンサ用表面ガラスと して好適であ り、特

に投影型静電容量式タツチセンサの表面ガラスと して有用である。



なお、 2 0 1 1 年 1 2 月 2 7 日に出願 された 日本特許出願 2 0 1 - 2 8

5 9 2 号の明細書、特許請求の範囲、図面および要約書の全内容 をここに

引用 し、本発明の開示 と して取 り入れるものである。

符号の説明

1 ：投影型静電容量式タツチセ ンサ、 2 : 表面 ガラス、 3 : 基

板、 4 ：X 方向電極、 5 ：Y 方向電極、 6 ：絶縁層



請求の範囲

周波数 1 M H z における比誘電率が 4 . 5 6 . 9 のガラスを用い

てなることを特徴 とする静電容量式タツチセ ンサ用表面 ガラス。

前記 ガラスは、化学強化処理 によ りガラス表面 に 5 m ~ 5 0 m

の圧縮応力層深 さと、 2 0 O M P a ~ 8 0 O M P a の表面圧縮応力を

得 るために用い られることを特徴 とする請求項 1 に記載の静電容量式

タツチセ ンサ用表面 ガラス。

周波数 1 M H z における比誘電率が 4 . 5 6 . 9 のガラスであ つ

て、化学強化処理 によ りガラス表面 に圧縮応力層が設 け られているこ

とを特徴 とする静電容量式タッチセ ンサ用表面 ガラス。

前記 ガラスは、化学強化処理 によ りガラス表面 に 5 m ~ 5 0 m

の深 さの圧縮応力層が形成 されてお り、 当該圧縮応力層の表面圧縮応

力が 2 0 0 M P a ~ 8 0 0 M P a であることを特徴 とする請求項 3 に

記載の静電容量式タツチセ ンサ用表面 ガラス。

前記 ガラスは、酸化物基準のモル ％表示で、

S i 0 2 6 0 8 0 %

A I 2 0 3 3 %、

B 2 0 3 1 5 。/。、

N a 20 2 %、

K 2 0 0 3 %、

M g 0 0 . 1 ~ 1 5 %、

C a 0 0 3 %、

B a 0 0 3 %、

S r 0 0 3 %、

Z n 0 0 0 %、

Z r 0 2 0 3 %、

s o 3 0 0 . 5 %、

C I 0 0 . 5 %、



T i 0 2 0 ~ 3

L i 2 0 0 ~ 3

を含有することを特徴 とする請求項 1 ない し請求項 4 のいずれか 1 項

に記載の静電容量式タツチセ ンサ用表面 ガラス。

前記 ガラスは、エ ツチ ング処理 によ りガラス表面が 0 . 0 1 ~ 3 0

0 m の中心線平均粗 さ （R a ) とされていることを特徴 とする請求

項 1 ない し請求項 5 のいずれか 1 項 に記載の静電容量式タツチセ ンサ

用表面 ガラス。

前記 ガラスは、エ ツチ ング処理 によ りガラス表面が 5 0 ~ 3 0 0

m の中心線平均粗 さ （R a ) とされていることを特徴 とする請求項 6

に記載の静電容量式タツチセ ンサ用表面 ガラス。

前記 ガラスは、化学強化処理が施 された後、エ ツチ ング処理 によ り

ガラス表面が 0 . 0 1 ~ 3 0 0 m の中心線平均粗 さ （R a ) とされ

ていることを特徴 とする請求項 3 ない し請求項 5 のいずれか 1 項 に記

載の静電容量式タツチセ ンサ用表面 ガラス。

前記 ガラスは、化学強化処理が施 された後、エ ツチ ング処理 によ り

ガラス表面が 5 0 ~ 3 0 0 m の中心線平均粗 さ （R a ) とされてい

ることを特徴 とする請求項 8 に記載の静電容量式タツチセ ンサ用表面

ガラス。

前記 ガラスは、着色成分 と してM p O q (但 し、 M は、 F e 、 T i

、 C o 、 C u 、 V 、 C r 、 P r 、 C e 、 Β ί 、 E u 、 R h 、 M n 、 E

r 、 Ν ί 、 N d 、 W、 および A g か らなる群か ら選ばれる少な くとも

1 種 であ り、 p と q はM と0 の原子比である）を 0 . 0 0 0 5 ~ 1 0

% 含有することを特徴する請求項 1 ない し請求項 9 のいずれか 1 項 に

記載の静電容量式タツチセ ンサ用表面 ガラス。

前記 ガラスは、 0 . 3 m m ~ 3 m m の板厚のガラス板であることを

特徴 とする請求項 1 ない し請求項 1 0 のいずれか 1 項 に記載の静電容

量式タツチセ ンサ用表面 ガラス。
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も の 出願 と矛 盾 す るもので はな く、発 明 の原 理 又 は理 論
ΓΕ 」国 際 出願 日前 の 出願 また は特許 で あ るが 、国際 出願 日 の理解 のた め に引用す るもの

以後 に公 表 され た も の 「X 」特 に 関連 の あ る文献 で あ って 、 当該 文献 のみ で発 明
「L 」優 先 権 主 張 に疑 義 を提起 す る文 献 又 は他 の文献 の発 行 の新 規性 又 は進 歩性 が ない と考 え られ る もの

日若 し くは他 の特 別 な理 由 を確 立 す るた め に 引用 す ΓΥ 」特 に 関連 の あ る文献 で あ って 、 当該 文献 と他 の 1 以
る文 献 （理 由を付す ） 上 の文 献 との 、当業者 に とって 自明 で あ る組 合せ に

Γθ 」 口頭 に よ る開示 、使 用 、展示 等 に言及 す る文 献 よって進 歩性 が ない と考 え
ΓΡ 」国 際 出願 日前 で、かつ優 先 権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一 パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国 際調 査 を完 了 した 日 国際調 査 報告 の発 送 日
0 2 . 0 4 . 2 0 1 3 0 9 . 0 4 . 2 0 1 3

国 際調 査機 関の名 称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限 の あ る職員 ） 4 T 9 3 4 3

日本 国特許 庁 （I S A J Ρ ) 大 工原 大 ニ
郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5

東 京 都 千代 田区霞 が 関三 丁 目 4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 4 6 5

様 式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月 ）



国際調査報告 国際出願番号 P C J P 2 0 0 8 3 7 4 3

C (続き）. 関連すると認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連するときは、その関連する箇所の表示 請求項の番号

Y JP 2008-179519 A (株式会社テ ス コ ム） 2008· 08· 07，特許請求の範 6-11
囲、【0 0 0 1 】、 【0 0 1 1 】、 【0 0 3 5 】、 【0 0 5 9 】

& CN 101229954 A & TW 200831239 A

JP 2008-100866 A (株式会社オハラ）2008· 05· 0 1，特許請求の範囲、 1-11
【0 0 0 1 】、表 1 ( フ ァ ミ リー なし）

JP 2011-525471 A ( コ ー ユ ン グ イ ン コー ポ レイ テ ッ ド） 1-11
2011. 09. 22, 特許請求の範囲、表 1 、 2 & US 2009/0318277 Al
& US 2011/0319253 Al & EP 2300385 A & WO 2010/008443 Al

JP 2001-158641 A (旭硝子株式会社）2001. 06. 12，特許請求の範囲、 1-11
【0 0 0 7 】、実施例、表 1 ( フ ァ ミ リー なし）

様式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペー ジの続き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 2 / 0 8 3 7 4 3

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができないときの意見 （第 -ジの 2 の続き）

法第8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定により、この国際調査報告は次の理由により請求の範囲の一部について作
成 しなかった。

1 . 請求項 は、この国際調査機関が調査をすることを要 しない対象に係 るものである。
つまり、

2 . 請求項 は、有意義な国際調査をすることができる程度まで所定の要件を満
ない国際出願の部分に係 るものである。つまり、

3 . 請求項 は、従属請求の範囲であってP C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載されていない

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 -ジの 3 の続き）

次に述べるようにこの国際出願に二以上の発明があるとこの国際調査機関は認めた。
請求項 1 に係 る発明は、下記の文献 1 に記載 されているか ら、新規性がなく、特別な技術的

特徴を有 さず、事後的に単一性の要件を満たさない。
以下に示す請求項に係 る発明が主発明である。

• 請求項 1 、 2 、 5 — 7 、 1 0 - 1 1
• JP 2011-505323 A ( コーユ ング イ ンコーポ レイテ ッ ド） 2011. 02. 24
特許請求の範囲、【0 0 0 3 】、【0 0 3 6 】 一 【0 0 4 0 】、表 1
& US 2012/0308803 A & EP 2227444 A & WO 2009/070237 Al
& KR 10-2010-0091228 A & CN 101910079 A & TW 201020223 A

出願人が必要な追加調査手数 期間内に納付 したので、 この国際調査報告は、すべての調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料を要求するまでもなく、 調査可能な請求項について調査することができたので、追加調
查手数料の納付を求めなかった。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料を一部のみ しか期間内に納付 この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料を期間内に納付 しなかったので、 この国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されている発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関する注意
□ 追加調査手数料及び、該当する場合には、異議申立手数料の納付 と共に、出願人から異議申立てがあった。

追加調査手数料の納付 と共に出願人から異議申立てがあつたが、異議申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

追加調査手数料の納付はあったが、異議申立てはなかった。

様式 P C I S A / 2 1 0 (第 -ジの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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